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６　外郭団体による評価

７　所管局による評価

今後の方針

千葉都市モノレールは本市の骨格交通であり、重要な社会インフラであることから、安全・安定輸
送の継続のため、安全管理体制の強化とともに経年劣化設備の更新、点検保守に取り組んでい
く。市でも軌道桁などのインフラ施設とインフラ外施設の維持管理を引き続き支援していく。また車
両更新など大規模な更新が続くことから、資金調達方法の確立や会社支援措置の実施などによ
り、資金面及び経営面からしっかりとサポートし、さらなる経営改善や利用促進などの検討を会社
とともに進め、その取り組みを支援していく。

総合評価

業績は４年ぶりに一日５万人台に回復し、輸送人員・運輸収入ともにコロナ影響前の水準近くに回
復した。一方、営業費は給与ベースアップによる人件費増のほか、車両や運行管理システムなど
の大型施設の更新に伴う減価償却費の増などにより前期比１０３．８％となっている。厳しい経営
状況のなかでも中期経営計画（2022～2024）に三つの基本戦略「安全・安定輸送の継続」「困難に
打ち勝つ『企業力』の強化」「誰にでも優しいサービスの提供」を掲げ、様々な具体的施策に取り組
んでいる。

令和５年度の業績は、年間輸送人員が延べ1，916万人（前期比107.24％）、一日乗車人員が
52,350人（前期比106.94％）となり、4年振りに一日5万人台に回復しました。また、運輸収入は33億
46百万円（前期比107.90％）、運輸雑収は1億97百万円（前期比106.81％）となり、営業収益はは
35億44百万円（前期比107.84％)となりました。新型コロナウイルス感染症の5類への移行に伴い、
行動制限のない日常生活が戻り、乗車人員・運輸収入ともにコロナ影響前の水準に肉薄し、令和
元年度比では輸送人員98.71％、運輸収入99.02％と、ほぼ同程度の水準まで復調することができ
ました。　一方、営業費については、給与のベースアップ等による人件費の増加のほか、昨年更新
した運行管理システムやITV装置等の減価償却費増などにより、全体として32億69百万円（前期
比103.77％）だったことから、営業利益は2億74百万円、経常利益は3億28百万円となりました。
そのような状況において、中期経営計画（2022～2024）の基本戦略である「安全・安定輸送の継
続」、「困難に打ち勝つ『企業力』の強化」及び「誰にでも優しいサービスの提供」の3項目を着実に
推進し、お客様が安心してご利用できる環境の構築や利用促進等に努めました。

1988（昭和63）年の第一期開業から36年が経過、設備の経年劣化は日々進んでいくため、計画的
な設備更新と徹底的な点検を継続することにより、運輸業の根幹である安全・安定輸送を確保し
ます。　しかしながら、人手不足、労務費の上昇、資材の高騰など経営を取りまく厳しい状況は続く
ことから、観光路線としての魅力を高めつつ、日中時間帯の利用拡大やインバウンド等施策への
取り組みに注力します。あわせて、更新計画に過剰な設備投資はないかなど、コスト低廉化の意
識を持って業務に当たります。　地域に根ざした交通機関として、お客様に寄り添った接遇を意識
し、お客様満足度を更に向上させ、安心・快適にモノレールをご利用いただけるよう、誰にでも優し
いサービスを提供します。　また、非化石証書を活用した再生エネルギー由来電力による車両運
行、千葉市脱炭素先行地域施策への協力等、脱炭素化への取り組みを積極的に進めサスティナ
ブルな社会の実現に貢献します。
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